




























はじめに 

1 市 4 町 2 村を管内にもち、人口約 10 万人の R4 型保健所において、2年間の 3才児 3,238

名を悉皆調査し、中枢神経系障害をともなう心身障害児 40 名を把握した。それにつづき、

該児の医療接触実態を調査して、以下のような問題点を抽出した。すなわち、1)保健所で

把握している障害児は乳児健診、2才児健診、3才児健診などの健診によるもので、それら

による把握率は全障害児の 65%にしかすぎなかった。しかし、開業医、障害児施設、児童

相談所などの社会資源により診断を受けているが保健所では未把握のケースが 27.5%あっ

た。このことから、健診による発見のみにたよることなく、関連する社会資源の機能によ

る発見も含めると、92.5%の把握となり、情報源の拡大をはかる必要があった。2)4 才以後

まで障害児としての発見がおくれたケースが 7.5%にみられること、把握きれたケースに対

するケアの水準が不統一であることがみられた。そのため、スクリーニング水準とケアの

水準の各市町村における統一をはかる必要があった。3)市町村保健婦は障害児を把握して

はいるが、保健所を含めた関連社会資源への接触がなされていないケース、または医療機

関へ受診していることによって保健支援のための接触をもっていないケースなどがみられ

た。そのため、市町村活動と保健所機能との分化を明確にし、さらに連けいを深める必要

があった。4)一方、把握児に対して提供されているケアに不均衡が目立ち、ケアの資的向

上がせまれた。 

以上の結果にもとづき、昭和 54 年 6 月 1 日より、妊娠届出の時点から登録する方式を開始

した。すなわち、従来から慣習的におこなわれてきた母子保健管理を体系的に図示すると

図 1のようになる。この方式では前記の 4問題点があるところがら,図 2に示すような管理

体系に改めた。登録は妊娠届出の時点で全員を対象に第 1次カードによりおこなわれる。 

第 1次カードは市町村窓口にあり、以下の事項を記載するようになっている。すなわち、

図 3および 4に示すように、表面にカード No、世帯番号、世帯主、住所、電話、2次カー

ドの有無、妊婦名、年令、結婚年令、続柄、妊娠証明年月日、母子健康手帳交付年月日、

分娩予定年月日、家族構成、家庭環境、妊娠分娩歴、現妊娠経過、産褥期経過、指導上の

留意点などを記入し得るようにした。裏面には、児氏名、性別、出生年月日、順位、出生



時障害の有無、生下時発育、新生児期異常、分娩施設、予備検討会または診査会への提出

状況、時系列的に 1ヵ月から就学期までの期間にわたる身体発育、栄養、運動、精神、生

活習慣、疾宿異常環境、予防接種状況などを記入するようにしてある。 

登録時点および妊娠経過を追って、保健上の問題点が発見されれば、予備検討会へ提出さ

れる。第 1次カ一ドの記載、経過観察、日常生活指導、予備検討会への提出が必要か否か

の判定は市町村保健婦が担当すろ。予備検討会は担当市町村保健婦、地区担当保健所保健

婦、保健所婦長、保健所医師で構成される。予備検討会において提出ケースを日常生活指

導の者と重度な医学的ケアを必要とする者に分ける。前者は市町村保健婦の担当でケアが

継続しておこなわれ、後者は診査会に提出される。診査会の構成は妊婦の場合、保健所長、

保健所医師、保健所婦長、産科医である。提出ケースは日常ケアでよい者および重度ケア

を要する者に分けられ、前者は前述同様に指示事項を付して市町村保健婦の担当に返され

る。後者は第 2次母性カードに登録され、保健所保健婦が担当する。母性用第 2次カード

は、図 5および 6に示すように、氏名、生年月日、第 1次カード伍、世帯主、住所、電話、

登録年月日、診断、既応歴、家庭および職場の状況、妊娠経過、治療機関名、分娩予定日、

シグナル用問題点のスペースをとってある。裏面には接触をもった年月日、経過記録、記

録者名、分娩状況、育児上の留意点、予備検討会、初回診査会記事が記入できるようにな

っている。 

分娩後の児についても母性と同様の手続きにより管理がなされろ。.児の診査会は保健所長、

保健所医師、保健所婦長、小児科専門医、児童相談所心理判定員、福祉事務所ケースワー

カーで構成される。 

児用第 2次カードは、図 7および 8に示すように、登録年月日、氏名、第 1次カード雁、

生年月日、性、保護者名、住所、電話、診断名、養育環境、発育史上の問題点、困惑事態、

経過、初回診査会状況、住所地図を記入するようになっている。裏面には、接触をもった

年月日、経過記録、記録者名が記入される。以上のような登録制度を実施するにあたって、

各登録カードの作成、カード記入用手引書の作成、関係者教育、登録システム運営に関す

る内容の関係者への衆知をおこなった。昭和 55 年 5 月 31 日には登録制度を開始して満 1

年を経過することになった。この時点において、同制度の運用状況を検討し、問題点を明

らかにすると共にそれへの対応を試みた。 


